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      ＪＲ東労組 業務部 

 

◆「変革 2027」の実現に向けて、安全を経営のトッププライオリティとして、融合と連携で構造改革

進めてきた。さらにスピードアップさせて強靭な経営体質づくりに向けて取り組んでいただいて、決算

の数字になっていることに感謝する。「勇翔２０３４」の実現に向け、２軸経営を推進し、これまでの

当たり前を超え、成長軌道をさらに大きくステージアップすることを目指したい 

◆令和７年度第２四半期決算では、好調な鉄道利用に支えられ増収であったものの、収益を上回る費用

増により営業利益は２０億円の減益となった。本業の力を示す営業利益が減益となったこと、今後想定される

コスト増等の経営課題を示すものだと考えている 

◆鉄道の好調なご利用を踏まえ、連結の通期業績予想は上方修正したが、これも費用増を上回る収益増を

前提としたものであり、定期収入は依然としてコロナ前の水準に遠く及ばない中にあり、定期外収入の確保

は大きな経営課題となっている 

◆中長期的な見通しとしては、人口減少や、昨今の物価高騰による工事費の増加等により鉄道事業の収

益確保は厳しさが増す中で、安全、サービスの維持向上、車両設備の更新、激甚化する災害等に対応す

る設備投資や修繕等に必要な資金を安定的に確保して鉄道事業を持続的に運営していかなければなら

ない。そのためには、生産性向上に対する私たちの引き続きの経営努力を前提としつつ、令和８年３月

には会社発足以来初の運賃改定をせざるを得ないという事になる。運賃改定により多くのお客様にご負担

をお願いすることを重く受け止め、これまで以上にお客様のご期待に応えないといけない。 

◆ＪＲ東日本グループは、四方良しの経営を掲げ、お客さまや地域、株主や投資家、そして社員やその

家族に還元するとともに、将来のグループの成長に与する経営方針を明らかにしている。 

◆運賃改定によりご負担増をお願いするお客さま、地域の皆さまには、さらなる安全、サービスレベル

の向上で応えなければならない 

◆情勢を踏まえ、直近の単体決算の状況や、今年実施した平均２万円を超える水準の基本給改定、これまで

実施してきた処遇改善等を踏まえ、総合的に判断する 


